
合併で受注チャンスが大幅に拡大します！
平成２３年度から，県内の建設業者の方の，より一層の技術力及び競争力

の強化を支援するため，合併等を行った場合の入札参加における特例措置

を次のとおり拡充しました。

特例措置の内容

入 札 参 加 資 格 の 特 例 措 置

○格付時の総合数値を次のとおり加算

・格付時の総合数値を最長２年間１５％加算（申請時点の入札参加資格者名簿）

・格付時の総合数値を最長２年間１０％加算（上記期間経過後の次の入札参加資格者名簿）

※総合数値の加算措置には，次のようなメリットがあります。

【上位ランクへの昇格】
上位ランクに昇格することで，より大きな工事の入札への参加が可能となります。

《土木一式工事のＣランク業者同士が合併し，Ｂランク業者となった場合》

〔合併前〕Ｃランク業者が入札可能な金額帯：２５０万円～５，０００万円

〔合併後〕Ｂランク業者が入札可能な金額帯：１，０００万円～１億円

【特定建設工事共同企業体（特定ＪＶ）への参加】

平成２３年度から，特定ＪＶの対象工事を，概ね１０億円以上から概ね５億円以上に
見直し，併せて構成員となれるＢランク業者を一定点数以上（土木一式工事の場合：
1,087点以上）の総合数値を有する者に限定しています。
合併等によりランクアップしない場合も，総合数値の加算により一定点数以上となれ
ば，特定ＪＶの構成員として入札参加が可能となります。

《土木一式工事の場合》

〔加算措置前〕総合数値が1,000点⇒特定ＪＶの構成員となることは不可

〔加算措置後〕総合数値が1,150点(1.15倍)⇒特定ＪＶの構成員となることが可能

特例措置の適用要件

合併等による入札参加の特例措置の申請に当たっては，次の要件を満たすことが必要です。

対象となる形態 合併，事業（営業譲渡），会社分割，協業組合

特例措置の

適用条件

・全ての合併当事者が，いずれかの業種について，過去２年以内に500万円
以上の県発注工事の元請施工実績を有すること

・全ての合併当事者が，過去２年以内に指名除外措置等を受けていないこと。



受 注 機 会 の 確 保 の 特 例 措 置

○主たる営業所の所在地では，直近下位ランクへの入札参加が可能

《ケース１：格付が昇格した場合（Ｂランク業者同士が合併し，Ａランク業者になった場合》

⇒Ａ・Ｂランク業者を対象とした金額帯（単体企業：１，０００万円～５億円／特定ＪＶ：５億円～
〔土木一式工事〕）の入札に参加可能

《ケース２：格付に異動がなかった場合：（Ｂランク業者同士が合併し，Ｂランク業者になった場合》
⇒Ｂ・Ｃランク業者を対象とした金額帯 （１億万円未満〔土木一式工事〕）の入札に参加可能

○ 県発注工事の受注実績のある支店(営業所)を，主たる営業所とみなして
入札参加が可能【拡充】

《Ａ社とＢ社が次のとおり合併した場合》
・Ｘ支店を有するＡ社とＹ支店を有するＢ社が合併。
・合併存続会社はＡ社で，Ｘ支店及びＹ支店とも存続。
※Ｘ支店及びＹ支店とも，県発注工事の実績あり。

⇒Ｘ支店とＹ支店を，主たる営業所とみなして入札に参加することが可能。

合併等における，入札参加の特例措置についてご質問等がございましたら，次の連

絡先にお問い合わせください。

【お問い合わせ】
広島県土木建築局建設産業課入札制度グループ
電 話：０８２－５１３－３８２１（ダイヤルイン）

Ａ社 Ｘ支店

合　　併

Ｂ社 Ｙ支店

　《合併前》
○○建設事務所管内 △△建設事務所管内 □□建設事務所管内

主たる
営業所

主たる
営業所

Ａ社 Ｘ支店

Ｙ支店

　《合併後》
△△建設事務所管内 □□建設事務所管内○○建設事務所管内

主たる
営業所

消滅

(土)の実績あり

(ほ)の実績あり

(土)(ほ)で直近下位ランク参加可能
(土)(ほ)主たる営業所扱い

※下位ランク参加は不可
(土)(ほ)主たる営業所扱い

※下位ランク参加は不可


